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はじめに
学校において，生徒は彼・彼女のニーズに応じない滞代鮮爵身必按却に拘束され，また片与古
書jご。tQ 'lfl!l.主義身者穿とか芳結J言のE一助法設すがなされていた。そのうえ文部科学省 (1回
文部省)→教育委員会→学校のノレートによる中央集落身者す庁必がなされていた。このため学
校は，@苦~Vl /JJヲð"ðれた援となり. 1970年代半ば以降に校内暴力・対教師暴力が発生し，それ
が社会問題化した。それでも日本では，校内暴力事件はピーク時の 1983年に2125件にすぎず，
教師に対する暴力事件も 929件に過ぎなかった。これに対してアメリカの場合，ピーク時，身
体的な暴力を受けた生徒は，毎月 28万 2千人もいたし，また医療的措置を必要とする深刻な
暴行を受けた教員が 1000人もいたので，その深刻度はアメリカと比較するとかなり低い。 1983
年を過ぎると校内暴力事件の報告は減少していき，校内暴力事件への懸念が減じた。 (1)
それに変わり今度はいCめ (2) 自殺，登校拒否という新たな問題が社会問題化した。特に
関心を集めたのは，顕著ない Cめの流行であった。 1986年に文部省は，全国の 55%の学校で
いじめが起きているとの調査報告をした。この報告において 7ヵ月間にいじめの件数がトー
タルで 15万 5066件にのぼることが明らかになった。 (3)1980年代以降では不登校・高校中退・
教師の体罰などの学校荒廃が多発していたが，個々の教師・学校でその解消に努力しでもその
解決は困難で、あった。また従来のか厳重IJlC7)λ封シスデふのような教育システムは，従来の日
本経済が必要とする基本助。スキノル~縛;t/.:坊ーで*量の労働者の輩出に成功したが，経済の
グローノヤルftと高度にj伊帯ftすQ岳会に対応できる人材を養成できない。このような社会では，
単に習得した知識を活用するだけでなく，自ら新たな課題を提起し，グローパルな視点からそ
の課題をめまぐるしく変化するテクノロジーを駆使して，独創的に解決できる人材を育成する
教育が要請される。そこで文部科学省の統制下の画一的で硬直したカリキュラムを弾力化し，
また生徒のS主性や筋道刀~Jk揮すQ者摩システAへの転換が必要であるが，この社会問題化
した教育問題を解決するためには「制度改革」としての教育改革，特に各生徒・学生の個性・
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能力・自由を尊重する新自由主義教育改革が要請される。<4)
第 1章 新自由主義的教育改革の動向 (5)
日本における新自由主義教育改革は，易すすのjAj-ft.震直ftを反省して，中曽根元総理の公
的諮問機関として設置された臨時教育審議会 (1984 年~1987 年)の活動を基点とする。 1980
年代半ばから，臨時教育審議会は， 21世紀を展望した我が国の教育の在りかたについて積極的
に答申し街活重揮の原舟fJ ・「生涯学習体系J・「変化への対広」を教育改革の柱とした。
(6)このように 1980年代以降に始まる改革は，個人の街窟衝の多様化:toJ:が在会(/)&!ftts離佑
eH芹のェクVーパノル市に対応するために，次のようなことを目指している。第ーは過剰規制の
社会構造を是正するための規制緩和の一環としての者摩府皮の8局fとである。第二/;1jAj一身者
11~是正ム生徒・学王宮C輝雄・結力にがった教育を行うことである。第三/;1教育制度内のサ
ブシステムの多様化であ-3。訴す試薬f1sfJ'Hみであ-3から，-Aひとクの王宮指・学生のf/lJ1:.会・
結';/;/'ご掛つ J士教育を完全に行うことは困難であり，異なる f/lJ1笠・決'f;/;~浮つ子 é" '6 さ~~グループ
jご分げ， ぞの~I，N.ラグンループjご草苦手助次学夜の多様化~/l!I-3 o fff 7)3' eb. -3。第/Z!I/;1多様化dれた
学校での校長:A-!/ーダーとす-3攻離貞の学校'jA'H.産貨の用力化 f者芳前'1ftlAJtl (/) El i.合Zの!$
-*ノでみ-30 第五1;1者'Kのポ援ftでめ-30 ぞれば，者誇7ーどスの併指ま併であ-3学校7)3'!A'H
'*と Lで滞'H皆l"JiJ1.ラデe"'6・Jf!o4!t1ニーズγ寂'ff)/，ご広ιy士訴すずー どス:A-t.害併す-3ごと
によク者序ずーどスの貨の舟.J::.~/l!lðj とす-3'6の l"JíJ-3 o 第六1;1i.是rfi%のグローパノルftlご対広
L-Jt者1のグロー パンル化(g;/N!化) l"あ-3。この点につき臨教審は，特に「殺すの!il!E佑
「殺すに.tdソプ-3岩府議事指」と「殺すの館活佑Jという原理を提唱し，教育サーピス提供主体で
ある学校設E主併佐多様化す-3ご止と教育を受ける佃J(消費者)の学按iJj!択のEl!Eを植った。
(7)その主張の骨格は，学校教育の場に教育サービスの供給を調整する市場原理を導入してE
必の真1，t-3子e"'6ゃ'1Jlo多様必殺車・欲求・ f評要)/，ご疋-;[;;士殺すすー どスの併指を学校聞の競
争を通して実現すべきであるということであった。
この臨教審を引き継いで当該改革の推進役となったのは，小波IJ総理大臣(当時)の私的諮問
機関として設置された教育改革国民会議である。この会議以降，新自由主義教育改革は，産非
のメク冶ー ノfノレftf，ご対必「でき-3A!.t芳成という目的を掲げ，学夜をめぐ・3虜手助認諾の液成や学
伎の遊離の/!IU!Ht(副校長・主幹教諭・指導教諭などの法借り化)等を推進した。 (8)90年代に
は例えば経済団体連合会の「規則の撤廃・緩和等に関する要望J (1996年 10月 28日)にみ
られるように，行財政改革・規制緩和の流れの中で嘉募者罰こついても府接原理の導入が主張
された。
この市場原理に基づく教育制度改革は， 1997年1月27日の文部省初等中等教育局長通知「通
学区域制度の弾力的運用について」で学区の廃止ではなく学区の弾力的運用という形で微温的
? ?? ?
に実施された。その後 1999年に学校教育法の改正によりや房一貫伊等学按が法制化され，中
高の学伎俳東がcf1iff-)ぎや等学校é#cf1，募-Jf1合等学l3tとに実質#;1，ご痩線ft~l士。さらに 2000
年には学校教育法施行規則が一部改正され，昆庫λの夜長の亜局が制度的に可能となった。 (9)
2001年には学校教育法改正により，都・県教委がその判断に基づいて学区を廃止できるとした
が，それは寄夜遅F謝é~ 1é学夜の多様化をより実効化しようとするものである。また初等中
等教育の学校は，法人化されて固から独立した国立大学と異なり，法人化されなかったが，学
校が法人のように経営されること(擬似法人化)が目指された。同年に学校教育法施行規則の
改Eにより，学校運営の重要な機関であった離員会議か瀞7ワアdhで耕助疲態度ヂとされ，一方校
長，-03学技)#:ff堂本jご対す3最終身Z若矛とされた。この改正は，校長の権限を強化し，学校経
営における校長のリーダーシップの強化を図るものである。そして同改正により学校評護会1/t!J
!Jlが抱き合わせ的に導入された。これらの改正により初等中等教育の学校は，法人化されはし
ないが，校長l;t.療法J結ノA.:&， 害者13t，評議会1:1.巴鹿fOd91ご法.Aの管理産宣雄Medhi士。同年に地教
行法改正により教員の教育目標達成成果を評価し，不適格教員を排除できる者J書評釘解度が導
入された。学長滞留物質については， 2002年に小中学校に関する設置基準に関する政令が，学
校自体の自主的基準による評価制度を規定した。この制度は，教員の質を維持するうえで有益
な面があるが，運用次第では校長の教員に対する管理・統制を強化することになるので公正な
運用が望まれる。
2006年 10月に安倍内閣の閣議決定で設置された教育再生会議は，保守的な安倍総理(当時)
の私的諮問機関であり，伝統的な保守的教育改革を目指すが，一方，新自由主義的教育改革を
も目指した。その目指す新fJfiJ主嘉身者彦政調ま，第一に親・子どもの学校選択の自由を尊重
するパウチャー的考え方を取り入れた寺普段選択府を事λす3とと '61，乙学校道府府を盆E舟r
tA3古すQごとであ否。第二jご子e"'6 r7.)学刀のIftfJ*-差jごぷιた葉&!ß9~士宮耕glj清孝をtÃ3古ず石ご
止でhQo第三に教員がより良い評価を受けるよう競争させて教育サーピスの質の向上を図ろ
うとする者買i1fiJj 1/t!f!Jlの事λでめQ。第Eに校長がリーダーシップを発揮できるように校長に
学校経営の権限を集中することである。 (10)第五に効率的な学校経営をすることが期待される
民間人校長等を積極的に登用し，また内部評価より客観性のある外部評価と監査などを事λム
で学技経営併創を躍立すQごとであQo第六に戯言・工夫によクデe"'6・JIlI，ご学校の厳刀をア
とヘーノル L で児童生徒を多く集めるなどした学校にその実晶子にぷι で。1::~多ぐの予算t:-!Jd.分す3
ごとでああ。第古jごcf1房一王寺按l;t解度化ぷれたので，ぷらに//、や一貫按t:-I/t!/.度化すQごとであ
Q。第ノuごエグー外養成の舘点から滞ぴ濃運子手λすQごとでよらQoこの改革案に基づいて 2007
年に副校長・主幹教諭・指導教諭が新設され，社長をトップする民間会社のように校長をトッ
プとする学校(!)JA/lI搾若危なL、L点字厚ftが図られた。
このように公立の中学校・高校は，機能的に法人化されたが，国立大学は， 2003年に国立大
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学法人法の制定により，法人化した。 (11)すなわち活力ある経済社会にとって必要な人材作り
ないし活力に富み国際競争力のある大学作り及び行政の減量化・公務員数の削減のため，国が
設置者である国立大学(文部科学省の施設等機関)を非公務員型の国立大学法人にすることが，
国立学校設置法にかわる国立大学法人法 (2003年成立)によって，実現された。その際，学問
の自由を確保するため，大学の自治，研究教育の特性を考慮、して(同法3条)，従来の国立大
学を独立行政法人とは異なる法人類型とした。国立大学法人は，国立大学を設立することを目
的とする法人であり， 2004年4月に国立大学 89法人が設立された。国立大学法人には，独立
行政法人通則法の一部の規定が準用されることから窺われるように独立行政法人と類似J
している面がある(同法 35条，運営交付金の支給，独立行政法人等情報公開法の対象法人等)。
しかし「大学の自治・研究教育の自由」を尊重する観点から，通則法の規定を直接適用せず，
「国立大学法人法」が適用される。学長選考は，学長選考会議(経営協議会の学外委員と教育
研究評議会の代表者各同数の構成)によりなされ，その選考された学長の任命は国立大学法人
の申出に基づくし，また文部科学大臣が中期目標を設定するが，その目標の策定に当たっては
国立大学法人の意見を聴取し当該意見に配慮すべきとされている(同法 30条1項・ 3項)。
このように「大学の特性や自主性」が考慮されている。また，国立大学法人法は教育・研
究の特性」に配慮して，教育研究評議会(学長，学長が指名する理事，教育研究上の重要な組
織の長のうち教育研究評議会が定める者，その他同評議会が定めるところにより学長が指名す
る職員から構成)が「教育・研究に関する重要事項」を審議し(同法 21条2項)，また学外
有識者委員の任命に当たっては，基本的には教育研究機関の代表者からなる教育研究評議会の
意見を聴くこととされている(同条 2項3号)。さらに「中期目標の期間」が 3年以上 5年以
下ではなくより「長期の 6年」とされているし(同法 30条1項)，その「評価」は「文部科
学省に置かれた国立大学法人評価委員会」によりなされるが(同法9条)， r当該評価」は基
本的に「大学等の教育・研究に関するピア・レビュー機関」で「独立行政法人大学評価・学位
授与機構」による「教育研究状況の評価結果Jを尊重しなければならないとしている(同法 35
条)。
他面において大学を「経営体」として位置づけ私立大学の理事長Jの役割をも果たす「学
長Jは「学長と理事からなる役員会の議」を経て重要事項を決定」し(同法 11条2項)， 
また「経営協議会(学長，学長が指名する理事および職員，学外有識者から構成，委員総数の
2分の l以上は学外委員)が「経営に関する重要事項Jを審議する(同法 20条2項)。さら
に「非公務員型」とし，国家公務員に関する規定を適用せず民間労働者と同ーの法体系」
の下に教職員を置き，各国立大学法人が，自主的に「就業規則」を定め，経営体の秩序を規制
することになった。このことにより「柔軟で弾力的」な「職員特に教員の雇用形態・勤務時間
体系・業績主義的給与体系」を採用できるし，また多彩な人材の採用とその職員の多彩な活動
??? ?
を可能にするし，さらに「兼業禁止J (役員除外)等がなくなり産学連携」がより容易に
なった。産学連携は，大学の研究・教育を経済社会の要請に適合させる面があるが，多面，基
礎的研究や非実利的研究を軽視したり，大学の営利企業との癒着をもたらしたりする恐れがあ
るから，その点の配慮が必要である。
この制度の下で教育研究経費の効率化が求められ，基盤的予算である運営交付金(2014年度，
約 1兆 1千億円，総事業費 2. 4兆円のうち附属病院の収入を除くと，全体の 7割を占め，授
業料などの自己収入は 3割未満)が減らされ，外部研究資金や寄付金のような「外部資金」の
獲得が奨励された。一方，各法人の努力や成果などを配慮する虜争的・重点舟予算E分を強め
た。優れた大学や研究者が対象の科学研究費補助金などは 2013年度で 1750億円である。 2014
年度の科研費の西日分額は継続を含め約 1644億円で科研費全体では東大・京大・大阪大等が上
位に並ぶ。だが，研究分野ごとの採択件数を見ると地方大学が特定分野で生き残りをかけ強み
に見せている。例えば「寄生虫学」は，長崎大が 1位，山形大は「デバイス関連学」で l位で
ある。この結果，法人発足時にに存在した教育研究の体制，財政基盤などの格差が固定化する
とともに，拡大する方向にあり，旧帝大や大規模有名大学あるいは医理工系の学部を持つ大学
と地方の大学や単科大学(特に教育系単科大)との格差，特に財政面の格差は広がっている。
2016年度からは，運営費交付金の見直しを行い，学長のリーダーシップや学力向上などを評価
基準に使い，改革に積極的に取り組む大学に最大 4害1)を重点配分にあてる。大学同士の競争を
促し，それぞれの専門性を生かした「脱・総合大学化Jをすすめ世界的トップレベルの教
育研究拠点」 ・ 「地域のニーズに応じた人材育成の拠点」など，それぞれの強みに応じて大学
ごとの役割分担を図る。 (12) 
他方，国立大学法人法と改正学校教育法は学長主導」の国立大学改革を目指す。国立大
学法人法の改正案では，①学内外の委員で作る学長選考会議が行う学長選考の基準を明確化(透
明化)して，学内のしがらみに縛られずにリーダーシップを発揮して改革を進める学長を選出
できるようにする。②学長;dJ主催-r-o，ftl'e，'藤議会/;t，i!E学茸拶や業MojJ，君事危なとーの産宣jご療
す-o需要事項を審議するが，その構成は，学内委員のほか，学外からi企業費貞や弁護士が就い
ている。この学外委員を過半数にすることで外部の意見をより反映できるようにする。③2014
年 6月に成立した改正学校教育法は，旧法上，A夢I，té':重要夢要~!fÎ!，譜 L-， 産貨方針jご強い影
響Jクを持つ者援会を f学長;d3涛定す-o主ぎたク/&Jlを述べるJfJtKðI，ごと é"~う，その捧腹を弱めた。
(13) 確かにこの改正案と改正は，学長の指導力を強化し，大学運営の効率化を図るものであ
るが，学長の掛飯事庁を許す恐れがあり，また従来の者援会主宰の大学の自治を否定するもの
であり，これらの点からこの改正案・改正には問題がある。
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東京都と特別区の新自由主義的教育改革 (14)
東京都と特別区の新自由主義的教育改革は国の新自由主義的教育改革に先行しているので，
将来の国の新自由主義的教育改革を考える上で参考になる。そこでその改革の動向をみる。都
教委は，校長の職務権限を強化するため 1988年に「学校管理運営規則」の改訂を行い，職員
会議の性格を協議と合意形成の場から，教職員の意見を聞く場へと変えI 2000年には，事案決
定規定と文書管理規程が作成した。その規定によると，学校の教育活動は担当者である教員(起
案者)が起案書を作り，決定権者である校長または教頭(当時)の決済を受けなければならな
くなった。 2001年には都教委によって全面的に改定された教育目標と教育方針で，新しいタイ
プのエリート養成や殺すへc7.)te 1IJ1.企業的経営手法の事λが打ち出された。それを受けて，学校
選釘就学13t.選択C針通言殿ノc!Xと Lで符ノ胃l.， j-5学刀テス外とその源泉公表，学'13t11fiIi・Ifj寄
tffiIif/f/!X， 学」ウテス外に広ιyを予算I!i}jゲ， //、や一貫殺す苧の教育改革を全国に先駆けて導入し
た。
新自由主義的教育改革は，まず特定の区部で先行的・試行的に行われ，その後，東京都全体，
そして全国に拡大されていった。足立区はI 95年から 98年までに区教委が例示した承認基準
を満たせば学区変更が可能になるという通学E訴の摺刀佑という形で，実質身jご学按選択f1!/t: 
J!lJtfl.，k。品川|区は 2000-2001年にま鵜!JUfj，殺すの推進・小学校の教科担任制 ./j¥ tf!i!l1Jf殺
す等の各特色をもっ学校を選択できる学在選択f1!/を導入した。品川区に続き，東京都の他の自
治体も学校選択制を導入した。学校選択制は，保護者の学校選択により人気校への子どもの集
中をもたらし，他方，人気のない小規模校は，入学希望者を減らし，更なる小規模化をもたら
し，その学校は統廃合の対象となった。その学校選択制の導入後に，例えば 2003年 2月に荒
川区が全国で初めて学力テストとその結果発表を行った。それが翌 04年の東京都の一斉学力
テスト，更に 07年の全国学力テストと拡大していった。小中一貫教育はI 03年の総合規制改
革会議の第二回特区認定において，品川区がィ、tf!一貫待IKtこ認定されI 06年度に初めて，全区
から選択できる施設一体型の小中一貫高「日野学園」を開講した。以後小中一貫教育は，全国
に広がっていった。その/j、伊一貫カYキ.:z;.A l:t， 実質助jご6-3府を 4-3-2f/ff//，ご務庁広ぜ
-5'6のであ IJ ， 嘉葬者黒rlftfJ!初当ら結方'Jjfjコース分げe庁5 ェ J/~ 介護威的住律事を浮つ。 (15)
都立高校改革 (16)についてみると，新自由主義的な都立高校改革はI 1999年 4月の石原都
知事就任以前から始まっていたが，その登場とともに教育改革は「府議原l!lJ ・ 「虜多jfJ.賓と
五努事三吉嘉」を指導理念とする新自由的側面が強くなり，かっその改革のスピードが加速化した。
まず新自由主義的教育改革としてI 2003年度の学E飾磨'.1t(学夜選択府jを挙げることがで
きる。次に都立原授の卸度化・多様佑・騨厚佑を挙げることができる。都立高校はI r (/ff/佐化」・
「持tきずと」され至多様な薪Lいタイプの/寄夜」が新設された。 (17)2002年 10月に経済社会
のグローパル化・情報技術革命等の進展などの環境の変化に対応すべく「改革推進計画の第三
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次実施計画J (新実施計画)が出された。新実施計画は，都立高校を「勝彦佑」・「多様佑」
rlfrf造化」 ・ 「釘控ftJした。従来の「進学校」は新たに 8タイプの進学実績の向上を目指す
進学校に改変した。第一のタイプは日比谷や青山などの進学指導重点校である。第ニのタイプ
は新宿などの進学重視型単位制高校である。第三のタイプは小石川|・白鴎などの中高一貫教育
校である。その設置形態は①中等教育学校②併設型③連携型である。都教委が「進学実績」を
上げるため， 2007年 6月に「進学指導特別推進校j指定などを行なったため，進学校は，①
進学指導重点校②進学指導特別推進校③進学指導推進校④中高一貫教育校の 4段階に階層化さ
れた。都立高校の中で最も数が多い中堅校は，とりわけ特色がないので，その特色化・個性化
を図るべく生徒の実態を踏まえた多様な進路指導等を目指す三つのタイプの中堅校(中堅進学
校・中位の中堅校・生徒指導等に負担が多くかかる中堅校)に分けた。落ちこぼれ対策は教育
課題校が担う。このように分けるとともに，検討委員会報告書に沿って，①「中高一貫校教育
校」 ・②職業高校の再編による「産業高校」等・③普通科の単位制で 3年でも卒業できる三修
制も可能な「午前・午後・夜間の三部制の昼夜間定時制高校Jなどを新たに設置するとした。
このうち職業高校の再編をみると，既存の専門高校(職業高校)を①将来のスペシャリスト育
成型②専門能力育成型③職業観育成型の 3タイプに再編し，新タイプの専門高校として，①商
業と工業の教育を発展させた産業高校②科学技術高校③新タイプの商業高校④総合学科高校⑤
東京版デュアノレシステムを取り入れた専門高校を新たに設置する。東京版デ、ュア/レシステムを
取り入れた専門高校は学校」と「企業」とが協議のうえ作成した就業プログラムによる「就
業訓練」を，週 2....3日あるいは月・週単位で長期的に実施する。とのように都立高校は，!E
d苦・保護毛ずのニース1こ応えるよう分類され，その待t宮北が図られた。
第三に都立高校の揮御舟滞励会業ft(A暦助産営手法の事λノを挙げることができる。(18) 
2000年には校長が学校経営方針を提出することになったし，また同年 4月に教員の賃金と人
事・研修にリンクする成果主嘉助パ夢考課府庄が導入された。各教員の教育達成成果(成績)
に応じて賃金等を決定するもので，能力主義・業績主義の観点からは合理的である。他面，こ
の制度が，教員の校長に対する忠誠度により賃金(昇給)等を決定するよう運用されると，校
長の教員統制手段として機能する。第三次実施計画(新実施計画)は，マネージメントサイク
ノレの導入など学校経営の視点に立った改革を打ち出しており，それは 2002年 4月に出された
「都立高校等の経営に関する検討委委員会報告書(I)，都教委J (経営検討委報告)ととも
に新自由主義的教育改革の基本をなすものである。 2002年 11月には都立学校におけるマ
ネージメントサイクルの導入に向けて」と題する都教委の「学校経営計画策定検討委員会報告
書Jが出され，その報告では校長が教職員・予算・設備・その他の経営資源を活用して，学校
経営計画に基づいて校長の目指す学校を経営的観点から具現化することが植われている。この
学校経営計画を都教委が学校の申告に基づき評価し，支援する「重点支援」は，各分野に及ん
? ? ??
でいる。同年 12月には「都立学校バランスシート・行政コスト計算書(試行)Jが発表され
た。バランスシート(貸借対照表) ・行政コスト計算書が，学校ごとに作成され，それによっ
て学校長や教職員にコスト感覚を身につけさせようとした。 2003年 4月には全校において数
値目標を入れた学校経営計画を策定することになったし (19)また経営計画策定のためのスタ
ッフとして主幹制度を導入した。さらに自律経営推進予算制度も導入された。 2006年 4月 13
日教育長通知「学校経営の適正化についてJ (20)では，学校経営の中枢機関は企画調整会議と
された。この会議のメンバーは夜遅 .8t/I3t;i警{湛tf#JjJ)J ，経営企画課長又は経営企画
室長J ・副校長会助けて企画書類の作成や連絡調整を行う「主幹J (指導・監替層)， r各部
主任J (21) ・「各学年主任」・「各学科主任J及び「経営企画室係長」である。離員会議I'j:，
親身離原に拶r，げd.n， その機能は，教職員に対する報告・意見聴取及び連絡に限定された。
2007年 6月には規則改訂により「統括校長J，特に高度の知識又は経験を必要とする教諭の
職である「主任教諭」が設けられた。この結果，$tfg，度長 ~TÆ点とす3勝E佑が形成され，学
校現場でのトップダウンが強化された。このようなトップダウンは，学校経営の効率化にとっ
て有効であるが，学校の民主的運営を困難にする点で問題がある。
第2章 新自由主義的教育改革の特質と問題点 (22)
新自由主義的教育政改革は，グローパル化する経済に適合的な教育を自指し，教育の斑f!t/!;.寄
宿と各子どもの差異を尊重する卸位三吉嘉を標楊して，硬直化した公者すのす謬{!::e' JIl .子どる
学夜道府のfjfE等を重視する者異r(/) fj fE {!::を推進するものである。市場化とは，現金取引がな
くかっ行政介入の強い鹿御所援において擬似自立学校の教育サーピスに対する唐家であ-3J1l・
子e'"品の者序要求 f新車jに対して企業舟運営'3却を事λL-iを寺普段の得13th;"ヲ者序ず-l::";:;{の
併局rt~府接原'J!lfl，ご j;!J fj身滞重L で学伎の者'ff~君事者子/常-1: ð 古tj; jとす-3Elのである。新自由
主義的教育政策は，経済における「消費者主権」を教育にも適用して，多様な消費者である個々
の親・子どもの声を最大限に教育の場に反映させて学校に多様で質の高い教育サーピスを提供
させようとするものである。また「能力主義Jと「多文化主義」等を尊重して個人の差異を積
極的に肯定する。個々人の結刀・家庭環境・文化的差異により，義務教育段階で子どもの教育
機会に差具が生じ，その教育格差が各人の社会的・経済的地位に大きな影響を与える。福祉国
家は，教育格差・経済格差を是正すべく教育政策を展開するが，新自由主義的教育政策は，こ
の格差是正政策を非人間的で官僚的な者芳ずーどスの搭鮮だと批判して，消費者である子ど
も・親の権利(選択の自由)を尊重すべきだとする。市場原理の下では，擬似市場において親・
子どもは，学校が提供する教育サービスを購入する顧客であり，自己のニーズにそう学校から
の教育サービスを選択して積極的に学校に「参加Jする(学校選択の自由)。その多様な選考
に基づく学校選択のためには学校の多様化が必要だし，広範囲の地域から学校を選択できるよ
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うにするためには学区の弾力化・廃止が要請される。各子どもの学力を向上させるために子ど
も聞で競争させ，また教員の指導力を向上させる教員聞の競争が必要である。そのパフォーマ
ンスに対する評価は，学校内外の評価システムによる客観的で中立的な評価(成績評価基準を
標準化する学力テスト・教師のパフォーマンス評価，学校評価等)がなされるべきである。そ
の評価結果は，学校選択の資料になるし，教員の指導力向上・学校の改善に利用できる。 (23)
新自由主義的教育改革は，子ども・親の選択の結果，子どもを多く集めることに成功した学
校に資金を集中的に投入し，グローパノレ経済の下で国際競争に勝ち残る戦略的人材を養成する
「エリート教育」を推進しようとする。他商，経営に失敗した学校は，教育市場から退出すこ
とになる。すなわち各学校は自己の提供する教育サーピスを選択してもらうため，相互に競争
してそのサーピスの質を高めようとする。 その競争の結果，親・子どものニーズに合致した良
質の教育サービスを供給する学校が生き残り，そうでない学校は競争に敗れ，廃校になる。 (24)
日本の学校は，過剰なパターナリズム等に立脚して校則等により，子どもに対してその頭髪
や制服の自由等の自己決定権を大幅に制約して，子どもを些細な面まで管理して学校秩序を維
持しようとする傾向があった。また子どもの欲求・価値観や能力等の差異を尊重しないで，一
斉授業等の画一的教育がおこなわれていた。このような学校における「集団主義的統制」は，
子どもの「個性Jを尊重しないものである。子どもは，自己決定権の主体として大人ほど頼り
になる者ではないが，できる隈りその自律性を尊重するべきである。ただ，その未熟性のため
誤った自己決定をしたり，自己決定から逃避したりすることがあるから，その適切な自己決定
には，親や学校等の後見的サポートが要請される。子どもに対する過保護の傾向がある日本に
おいては，子どもの自律性を高める必要性がある。この点からして，個性を草重する新自由主
義的教育政策は意義がある。もっとも個性は多様であるから，子どもの個性を尊重し過ぎると，
公共圏としての学校の秩序が侵害され，学級崩壊やいじめ，不登校等が生じるからソフト
なパターナリズム」による子どもに対する統制は必要である。
これに対して新自由主義教育政策に批判的な世取山洋介は，新自由主義教育理論に基づく教
育改革が十全な形で展開した場合に，第ーに学校体系が多様化し，第二に公教育管理方式の徹
底したトップダウン化と，公教育管理の基本原理のインプットのコントローノレ(教育を実施す
るのに不可欠な外部条件の設定とその財政的裏付けの確保)からアワトプットのコントローノレ
(教育内容標準の確定，競争的環境の創設，教育内容標準の達成度の評価及び評価に基づく賞
罰の提供)への移行が生じる。つまり文科省の中央教育行政→地方教育行政→学校組織の学校
長→教師という階層的関係が中央集権的に再構成されるとする。そして中央より下位の組織に
おいて，教育内容標準の達成度を基準とする競争の下に置かれ，その達成度に応じて財政配分
を受けるとする。 (25)
確かにその教育改革が十全な形で展開した場合に，学校体系が多様化し，中央より下位の組
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織において，教育内容標準の達成度を基準とする競争が起こるであろう。しかし新自由主義教
育理論は，本来，子どもの学習権・自己決定権や親の教育権や教師の教育の自由や学校の教育
裁量を尊重するものであり，教育の分権化を目指すものであるから，新自由主義教育理論に忠
実な自由主義教育政策により教育の中央集権化が生じるとするのは妥当でない。教育の中央集
権化が生じるのは，新自由主義教育政策と結合した伝統的な旧文部省・文科省の中央集権的な
画一的教育行政によるとみるべきである。
注
( 1) レ沙ナノル;.".シ57ノf穿 (jLμI~防府$f) f s;fs:の者穿改革-:i!f"Fのax手t;E嘉彦/;:.io1.アQtI
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